届出事務処理概要（振動規制法）
	番
号
	届出書の名称・様式及び根拠条項
	内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

	１
	特定施設設置届出書
（様式第１）
　　法６
　　規則４
	[届出を必要とする場合]

　規制地域内において工場又は事業場に特定施設を設置しようとする場合
[届出時期]　設置の工事の開始の日の３０日前まで
[届出先]　市町村長（正副２通）
[届出事項]

1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
2 工場又は事業場の名称及び所在地
3 特定施設の種類ごとの数
4 振動の防止方法
5 その他総理府令で定める事項(施行規則４②)

· 工場又は事業場の事業内容
· 常時使用する従業員数
· 特定施設の型式
[添付書類]

1 特定施設の配置図
2 その他総理府令で定める書類（施行規則４③）
＊特定工場及びその付近の見取図

	２
	特定施設使用届出書
（様式第２）　
　　 法７①
	[届出を必要とする場合]

（1） 一の地域が規制地域となった際、現にその地域内に特定施設を設置している場合
（2） 一の施設が特定施設となった際、現に規制地域内にその施設を設置している場合
[届出時期]　規制地域となった日又は特定施設となった日から３０日以内
[届出先]　市町村長（正副２通）
[届出事項]　１と同じ
[添付書類]　１と同じ
[備考]

（２）の場合、その施設以外の特定施設を設置していないものに限る。

	３
	特定施設の種類ごとの数変更届出書
（様式第３）
　　 法８①
　　 規則６
	[届出を必要とする場合]

　１又は２の届出を行った特定工場が、特定施設の種類及び能力ごとの数並びに特定施設の使用の方法を変更する場合
[届出時期]　変更に係る工事の開始の日の３０日まで
[届出先]　市町村長（正副２通）
[届出事項]

　①特定施設の種類ごとの数
　②特定施設の使用の方法
[添付書類]　１と同じ
[備考]

（届出を必要としない場合）（施行規則６②）
　法第８条１項ただし書に規定する総理府令で定める軽微なもの
＊特定施設の種類及び能力ごとの数を増加しない場合
（例）最初の届出（基礎）せん断機　１．５ｋｗ　５台
　　せん断機　１．５ｋｗ　４台に減少（届出を要しない）
　　せん断機　１．５ｋｗ　６台に増加（届出を要する）
＊特定施設の更新については、種類及び能力ごとの数の増加ではないので届出を要しない。
＊更新によって新たな能力の特定施設が設置される場合には既に届出た台数以内であっても変更の届出を要する。
（例）最初の届出（基礎）せん断機　１．５ｋｗ　５台
　　せん断機　１．５ｋｗ　４台に減少　（届出を要する）
　　せん断機　３．０ｋｗ　１台新設　　（届出を要する）
＊特定工場等に設置する特定施設のすべての使用を廃止したときは、法第１０条（使用全廃）の届出を要する。
＊特定施設の使用開始時刻の繰上げ又は使用終了時刻の繰下げを伴わない場合、即ち既に届出されている特定施設の使用開始から終了までの時刻内での変更は届出を要しない。

	４
	振動の防止の方法変更届出書
（様式第４）
　法８
　規則６
	[届出を必要とする場合]

　１又は２の届出を行った特定工場等が、振動の防止の方法を変更する場合
[届出時期]　変更に係る工事の開始の日の３０日まで
[届出先]　市町村長（正副２通）[届出事項]　騒音の防止の方法
[添付書類]　１と同じ
[備考]

（届出を必要としない場合）（施行規則６③）

　振動の防止の方法の変更が、当該特定工場等において発生する振動の大きさの増加を伴わない場合
　（例）吊基礎にかえて直接指示基礎を設置するような場合、より発生する振動の大きさが増加しないと客観的に判断される場合には、届出は要しない。

	５
	氏名（名称・住所・所在地）変更届出書
（様式第６）
　法１０
	[届出を必要とする場合]

　届出を行った者の氏名又は名称、住所、及び法人にあっては、その代表者の氏名、並びに工場、事業場の名称、所在地の変更があった場合
[届出時期]　変更の日から３０日まで
[届出先]　市町村長（正副２通）[届出事項]　変更する事項
[備考]

＊氏名又は名称の変更には、相続、合併等により届出をした者の地位に変更がある場合に含まれない。
＊所在地の変更とは、特定工場等の住居表示の変更をさすのであり、工場等の移転により所在地が変更するときは、当該特定工場等を廃止し、新たに新設したものとみなし、それぞれ必要な届出を要する。

	６
	特定施設使用全廃届出書
（様式第７）
　法１０
	[届出を必要とする場合]

　特定施設のすべての使用を廃止した場合
[届出時期]　廃止した日から３０日まで
[届出先]　市町村長（正副２通）
[備考]

＊特定工場等に設置される特定施設については、法第８条第１項ただし書の規定により届出されていないものもあり、届出に係る特定施設を廃止しただけでただちにその工場又は事業場が特定工場等でなくなるとは限らないので、特定工場等の「特定施設のすべての使用を廃止したとき」に廃止の届出をさせる。
＊使用の廃止とは当該施設の使用をその後永久に停止する場合又は除去する場合であり、更新は含まれない。

	７
	承継届出書
（様式第８）
　法１１
	[届出を必要とする場合]

　届出を行った者から特定施設の全ての譲り受け、借り受けた場合、又は相続、合併があった場合
[届出時期]　承継があった日から３０日まで
[届出先]　市町村長（正副２通）
[備考]

＊「特定施設のすべてを譲り受け、又は借り受けた者」
特定工場等単位に規制が行われるところから、当該特定工場等に設置される特定施設について部分的に譲渡等が行われた場合には地位の承継を認めず、特定施設のすべてについて譲渡等があった場合にのみ地位の承継があったものとしている。
＊「相続又は合併があったとき」
・相続人が二人以上の場合の当該特定工場等に係る規制は相続人が共同して負うことになる。
・分割によって特定工場等の帰属に変更があった場合には、それぞれの特定工場等について新たに法第６条の設置の届出を要する。
＊「当該届出をした者の地位を承継する」
承継の対象とされるのは本法に定める一切の事項である具体的には法第６条第１項、第７条第１項、第８条第１項、第１０条のそれぞれの届出事項、法第９条の計画変更勧告、法第１２条第１項の改善勧告及び第２項の改善命令ならびに第３項の事項である。
（例）法第６条の規定による特定施設の設置については、承継したものは改めてその届出をする必要はなく、また、法第１２条の規定により改善命令の規定について３年間の適用猶予期間を与えられている特定工場等について地位を承継した者は、引き続き３年の残りの期間は改善命令の適用を受けないこととなる。

	８
	特定建設作業実施届出書
（様式第９）
　　法１４①
　　　　　②
	[届出を必要とする場合]

　規制地域内において特定建設作業を伴う建設工事を施行しようとする場合
[届出時期]

　作業の開始の日の７日前まで　（災害等緊急に行う場合はすみやかに届出る）
[届出先]　市町村長（正副２通）
[届出事項]

1 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名
2 建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類
3 特定建設作業の種類、場所及び実施期間及び作業期間
4 振動の防止の方法
5 その他総理府令で定める事項（施行規則１０②）
＊建設工事の名称並びに発注者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
＊特定建設作業に使用される令別表第２に規定する機械の名称、型式及び仕様
＊下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名
＊届出をする場合は現場責任者の氏名及び連絡場所並びに下請負人が特定建設作業を実施する場合は、当該下請負人の現場責任者の氏名及び連絡場所
[添付書類]

1 特定建設作業の場所の付近の見取図
2 その他総理府令で定める書類（施行規則１０③）
＊特定建設作業を伴う建設工事の工程の概要を示した工事工程表で特定建設作業の工程を明示したもの
[備考]

＊「特定建設作業を伴う建設工事を施工しようとする者」
特定建設作業の規制に関する届出義務者は元請業者である
＊「当該特定建設作業の開始の日」
建設工事は各種建設作業の組み合わせにより行なわれるものであることから、必ずしも建設工事の開始日とその特定建設工事の開始日は一致せず、特定建設作業の開始日は異なることが多い

＊「７日前」
事前届出を７日前としたのは、作業の段取りの決定と事務処理の期間との関係から、最小限７日前と規定したものである。
なお、届出事項によっては必要な勧告を行うこともあるが、特定建設作業に伴って発生する振動は、実際の作業者の作業のやり方により発生の仕方も、付近の住民への影響も異なってくるので、事後改善となる場合が多い。
＊「災害その他緊急の事態」
風水害、火災等の場合のように、特定建設作業を行う必要があらかじめ想定できない場合であり工期がおくれたことにより急きょ特定建設作業行うような場合はこれに該当しない。

＊「この限りでない」
届出そのものを必要としないということでなく、７日前に届出るということについて例外を認めるということであり、届出を行いうる状態になったときは、すみやかに届出を行っていただく。

＊「建設工事の目的に係る施設又は工作物の種類」
特定建設作業は、建設工事の構成要素として把握されるので、○○道路とか○○ビルとかを届出事項とすることによって、特定建設作業の種類および内容を把握する。
＊「特定建設作業の種類、場所、実施期間及び作業時間」
（特定建設作業の種類）とは、令別表第２に掲げる特定建設作業の種類をいう。
（場所）とは、作業現場をいうが、具体的にどの範囲を指すかは建設工事の種類等を勘案してケースバイケースによって判断する。
（実施期間）とは、特定建設作業を実施する期間であるが、届出に当ってはその期間中に作業しないこととしている日がある場合は、作業をしない日を明示することとされている。

＊「振動の防止の方法」
特定建設作業は、本来衝撃力を利用するものが多く、かつ、移動性のものであることから、工事振動における特定施設のように機械自体に防振装置をつけることにより振動防止を行うことは難しいものと考えられている。
建設作業振動の防止の方法としては、アースオーガによるプレーボーリング又は中堀りをしながらくいを打込む方法等が考えられる。


	 振動規制法による特定施設

	振動規制法施行令別表第１

	№
	特定施設区分
	施　設　名
	備　考

	１
	金属加工機械
	イ．液圧プレス
	矯正プレスを除く。

	
	
	ロ．機機プレス
	

	
	
	ハ．せん断機
	呼び加圧能力が294キロニュートン以上のものに限る。

	
	
	ニ．鍛造機
	

	
	
	ホ・ワイヤーフォーミングマシン
	定格出力が37.5kW以上のものに限る。

	２
	圧縮機
	定格出力が7.5kW以上のものに限る。

	３
	土石用又は鉱物用の破砕機、摩砕機、ふるい及び分級機
	定格出力が7.5kW以上のものに限る。

	４
	織機
	原動機を用いるものに限る。

	５
	コンクリートブロックマシン並びにコンクリート管製造機械及びコンクリート柱製造機械
	コンクリートブロックマシーンは原動機の定格出力の合計が2.95kW以上の物
コンクリート管製造機械及びコンクリート柱製造機械は原動機の定格出力の合計が10kW以上の物

	６
	木材加工機械
	イ．ドラムバーカー
	

	
	
	ロ．チッパー
	原動機の定格出力が2.2kW以上のものに限る。

	７
	印刷機械
	原動機の定格出力が2.2kW以上のものに限る。

	８
	ゴム練用又は合成樹脂練用のロール機
	カレンダーロール機以外の物で原動機の定格出力が30kW以上の物

	９
	合成樹脂用射出成形機
	

	１０
	鋳型造型機
	ジョルト式のものに限る。


	 振動規制法による特定建設作業

	振動規制法施行令別表第２

	№
	特定建設作業区分
	備　考

	１
	くい打機等を使用する作業
	くい打機（もんけん及び圧入式くい打機を除く。）

	
	
	くい抜機（油圧式くい抜機を除く。）

	
	
	くい打くい抜機（圧入式くい打くい抜機を除く。）

	２
	鋼球を使用して建築物その他の工作物を破壊する作業
	

	３
	舗装版破砕機を使用する作業
	作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍをこえない作業に限る。

	４
	ブレーカー（手持式のものを除く。）を使用する作業
	作業地点が連続的に移動する作業にあっては、１日における当該作業に係る２地点間の最大距離が５０ｍをこえない作業に限る。


特定工場等の規制基準
昭和６１年１１月福岡県告示第１７１７号
	
	昼　　間
８時～１９時
	夜　　間
１９時～８時

	第１種区域
	６０デシベル以下
	５５デシベル以下

	第２種区域
	６５デシベル以下
	６０デシベル以下


※第１種区域～第２種区域については、図面により示し、この図面は福岡県環境保全課及び関係市町村役場に備えおいて縦覧に供する。
特定建設作業に伴って発生する振動の規制に関する基準
振動規制法施行規則別表第１
	基準の区分
	基準値
	備　考

	特定建設作業の場所の敷地境界線における振動の大きさ
	７５デシベル
	

	作業ができない時間
	第１号区域
	１９時～７時
	災害、危険防止、鉄道等の運行並びに道路法及び道路交通法に基づき夜間行うこととなっている場合を除く。

	
	第２号区域
	２２時～６時
	

	１日の作業時間
	第１号区域
	１０時間
	災害等による緊急を要する場合及び危険防止のため行う場合を除く。

	
	第２号区域
	１４時間
	

	作業時間
	連続６日
	災害等による緊急を要する場合及び危険防止のため行う場合を除く。

	日曜日における作業
	禁止
	災害、危険防止、鉄道等の運行並びに道路法及び道路交通法に基づき休日行うこととなっている場合を除く。


昭和６１年１１月福岡県告示第１７１８号
平成２４年４月宮若市告示第５１号

平成２７年１２月宮若市告示第２２２号

※第１号区域：①「特定工場等の規制基準」により第１種区域、第２種区域、第３種区域に区分された地域
　　　　　　  　②「特定工場等の規制基準」により第４種区域に区分された地域のうち、学校、保育所、病院（患者の収容施設を有する診療所を含む。）、図書館及び特別養護老人ホーム敷地並びに幼保連携型認定こども園の周辺おおむね８０ｍの地域

第２号区域：指定地域のうち、第１号区域以外の地域
福岡県宮若市

